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はじめに

　本稿は、子どもと保護者を対象に行った本
調査の結果をもとに、子どもの成績を規定す
る要因について、とくに「学習方略」の効果
を検討することを目的とする。さらには、成
績の向上に有効と考えられる学習方略と社会
経済的な変数の間にどのような関連があるの
かを考察する。すなわち、効果的な学習方法
は特定の社会階層に特有のもので、そうした
方略の獲得を媒介して成績差が生まれると
いった具合に、階層再生産の一つの形態であ
るのか。それとも、方略の獲得が広く行き渡っ
ていたり、社会階層が低い場合でもその壁を
乗り越えるのに有効だったりするようなこと
があるのか。
　「学習方略」とは、「学習の効果を高めるこ
とをめざして意図的に行う心的操作あるいは
活動」（辰野 1997）であり、学習活動を効
果的、効率的に行うために学習者がとるさま
ざまな方法である。本来であれば、学力の階
層差を検討するときは、学習時間のような学
習の「量」だけでなく、学習方略のような学
習の「質」がどうなのかについて検討するこ
とが重要だろう。そこには、バーンステイン

（1981）が指摘する言語コードのような社会
階層に由来する学習の仕方の違いやその効果
の違いがみられる可能性がある。もしくは学
習方略は文化資本（ブルデュー＆パスロン
1991）として身体化されており、その行使
を通じて階層が再生産されていることも考え
られる。学習方略が学業成績に及ぼす影響や
社会階層による違いを明らかにすることは、
再生産のメカニズムの一端を明らかにするこ
とや、その壁を越えるのに有益な視点が得ら
れるものと考える。このような理由から、本
稿では学習過程としての学習方略の実態とそ
の階層差について検討する。

先行研究から

　経済的、文化的な家庭環境と子どもの学業
成績には、密接な関連がある。また、その学
業成績を通じて格差が再生産される。この実
態を明らかにすることは、教育社会学におけ
る中心的な課題であった。たとえば苅谷
（1995）は、戦後行われてきたさまざまな調
査をもとに、子どもの学業成績と親の学歴に
正の相関があることを示している。近年では、
実際に学力調査を行い、その成績に社会階層
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による差があることもわかっており、保護者
の学歴が高い家庭や収入が多い家庭の子ども
は、学力調査の正答率が高い傾向がみられる
（諸田 2004、浜野 2009）。お茶の水女子大
学（2014）の研究グループが、全国学力・
学習状況調査の結果を用いて行った分析で
も、家庭所得、父親学歴、母親学歴からなる
社会経済的背景が高い児童生徒の方が、各教
科の平均正答率が高いことが明らかである。
　格差が生成されるプロセスに注目した研究
もある。たとえば、苅谷（2000a、2000b、
2001）は学習時間を努力の表われととらえ、
1979 年と 1997 年に実施した高校生調査か
ら「母親の学歴」が学習時間を規定する要因
になっていること、２時点でその影響が強
まって格差が開いていることを実証した。さ
らにその背景として、出身階層によって高校
生の意欲に格差があることに着目し、「イン
センティブ・ディバイド」として問題視した。
また、金子（2004）は、父大卒層は努力（学
習時間）が少なくても一定の学力が保証され
ているが、非大卒層は努力を媒介として学力
が形成されていることを示している。しかし、
努力それ自体に階層差があることや、問題の
難易度が高まると学力の階層差が縮小しづら
いといった困難な課題があり、「学習時間」
の確保だけでなく「学習方法」に関する指導
が求められるとも述べている。
　学習時間の重要性が、家庭的背景変数を加
えていくにつれて低下するという研究（耳塚
2007）もある。受験塾への通塾や保護者の
学歴期待、学校外教育支出、世帯所得などの
影響が大きく、学習時間の学力に対する効果
がそうした家庭の背景のもとに生みだされて
いる可能性がある。さらに耳塚（2013）は、
高所得・高学歴層を中心に、高い学歴期待を
持ち、高額な教育費を支出する「教育投資家
族」が増えていると述べ、こうした教育投資

が学力格差の一因だと指摘した。先に示した
お茶の水女子大学（2014）の分析でも、社
会経済的背景の影響を取り除いても、子ども
への接し方（生活習慣、読書、学習、文化・
芸術・自然体験活動等に関する働きかけや子
どもとのコミュニケーション）、子どもの教
育に対する考え方、学校とのかかわり、教育
投資といったプロセスが学力形成に効果を
もっていることが示されている。これらの一
連の研究から明らかになっているのは、最終
的に学力の差が生じるプロセスにおいて家庭
環境、とりわけ保護者の教育に対する意識や
子どもに対する働きかけが大きな影響を与え
ているということだ。
　だが、これらの研究でも欠落している視点
が、子ども自身がとっている学習の仕方であ
る。そのなかで、学習方略の階層性を言及す
る数少ない研究の一つが、須藤（2010）の
論考である。須藤はＰＩＳＡ型学力の形成に
学習方略が与える影響、および階層による方
略の違いについて考察している。ここからは、
学習方略の使用に階層差はあるが学習時間ほ
ど顕著ではないこと、しかしながら学習内容
を日常生活に応用させるような応用関連方略
は階層下位の生徒に負の効果をもたらすこと
などを実証している。とはいえ、須藤が述べ
ているように、本来であれば学力形成に重要
と考えられる学習のプロセス（学習方略）が、
学習時間や家庭環境と同様に高い関心を向け
られてきたかと言えばそうではない。
　以下では、上述した先行研究を踏まえて、
学習時間（学習の量）と学習方略（学習の質）
の双方に焦点を当て、さらに保護者の意識や
社会階層（保護者の学歴や世帯収入）などを
考慮し、それらが学業成績にどのような効果
をもっているのかを分析する。教育には、勉
強をがんばれば出身階層を超えることができ
るという平等化装置としての側面と、教育を
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通じて社会階層が再生産される差別化・格差
拡大装置としての側面の両方がある。果たし
て、学習時間や学習方略は階層の影響をどれ
くらい受けるものなのか。階層を乗り越えて
平等化に寄与するのか。本調査は、そうした
多様な観点を分析する上で必要な変数がそ
ろった貴重なものである。それら変数が、学
業成績に与える効果の現れ方を分析する。

分析手順と取り扱う変数

　今回の分析では、中学１～２年生の親子
1,959 組のデータを用いる。中学生の方が、
小学生に比べてメタ認知が発達しており、自
分の学習の様子や学業成績をより客観的に把
握していると考えるからである。

１）分析手順

　分析の手順は、次の通りである。
　①最初に、学習時間や学習方略と成績の関
連を検証し、成績を規定する要因を明らかに
する。②次に、学習時間や学習方略が社会階
層によってどのように異なるのかを分析する
ことで、学習の仕方の階層差を検討する。③
最後に、学習時間や学習方略と成績の関連が、
階層によって異なるのかを考察する。ここで
は、社会経済的な家庭環境が恵まれない層に
とって、成績を上げるためにより効果が高い
方法は何かを考える。

２）分析で扱う変数

　分析で扱う変数については表１に、それぞ
れの記述統計量については表２に示した。

表１　�分析で扱う変数
変数名 内容 計算 備考

子
ど
も
調
査

学業成績 ５教科の成績（自己評価） 国語＋数学＋英語＋理科＋社会 「上の方」を５、「下の方」を１
として５段階を合計

男子（ダミー） 性別 男子＝１、女子＝０
中１（ダミー） 学年 中１＝１、中２＝０

学習時間 １週間の時間に換算 平日の学習時間 × ５＋休日の学習
時間 × ２

塾や家庭教師について勉強する
時間を含む

メリハリ方略 メリハリをつけることでや
る気を高める学習の仕方

メリハリ方略にかかわる２項目の平
均値

「よくある」を４、「まったくない」
を１として平均値化

報酬方略 報酬を得ることでやる気を
高める学習の仕方 報酬方略にかかわる２項目の平均値 同上

負担軽減方略 負担を軽減することでやる
気を高める学習の仕方

負担軽減方略にかかわる２項目の平
均値 同上

意味理解方略
学習内容の意味を理解する
ことで効果を高める学習の
仕方

意味理解方略にかかわる２項目の平
均値 同上

モニタリング方略
学習のやり方をモニタリン
グすることで効果を高める
学習の仕方

モニタリング方略にかかわる４項目
の平均値 同上

保
護
者
調
査

母・短大卒以上 
（ダミー） 母親の学歴 短大＋四年制大学＋大学院＝１、

それ以外＝０

世帯年収 世帯年収 200 万円未満～ 2000 万円以上の
10 段階

「200 万円未満」を 150 万円、
「200 万円～ 300 万円未満」を
250 万円のように換算

子どもに短大卒以上
期待（ダミー） 進学期待 短大＋四年制大学＋大学院＝１、

それ以外＝０

悩みごと会話あり
（ダミー） 親子の会話

「子どもの悩みごと」について親子
で「よく話す」＋「ときどき話す」
＝１、「あまり話さない」＋「まっ
たく話さない」＝０
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図１　学習時間と学業成績の関連

注１）0.1%水準で有意（カイ二乗検定）。
注２）学習時間については、それぞれのグループができるだけ均等になるように「短いグループ」（週 6.5 時間以下）、「中間グループ」（週

7～ 12時間以下）、「長いグループ」（週 13時間以上）に分けた。
注３）学業成績についても同様に、５教科の合計値がほぼ均等になるように「下位グループ」（合計値 5～ 15）、「中位グループ」（16～

20）、「上位グループ」（21～ 25）に分けた。
注４）（　）内数値はサンプル数。
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１）学習時間・学習方略と成績の関連

　それでは、最初に学習の量的側面である「学
習時間」や、質的側面である「学習方略」が、
「学業成績」とどのように関連しているのか
を確認しよう。
　学習時間と学業成績の pearson の相関係
数は、「0.200」（1%水準で有意）で、弱い
相関がみられた。ちなみに、小学生は学業成
績が４教科であることや保護者にたずねてい

るなど条件が異なるが、「0.239」（1%水準
で有意）と若干であるが相関が強い。小学生
は中学受験をする子どもを中心に高学力層に
長時間の学習をする子が存在すること、中学
生は部活動に加入する子どもが多いため放課
後の自由時間が少なく、学習時間の分散が相
対的に小さいことが影響していると考えられ
る。
　学習時間を「短いグループ」（週 6.5 時間
以下）、「中間グループ」（週7～12時間以下）、
「長いグループ」（週 13時間以上）の３群に
分け、学業成績の違いを示したのが図１であ
る。学習時間が「短いグループ」には成績の

表２　�記述統計量

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

子
ど
も
調
査

学業成績 1937 5 25 17.58 5.286
男子（ダミー） 1959 0 1 .47 .499
中１（ダミー） 1959 0 1 .48 .500
学習時間 1944 0 42 10.21 7.033
メリハリ方略 1940 1 4 2.7905 .73590
報酬方略 1932 1 4 1.9345 .81097
負担軽減方略 1932 1 4 2.9677 .73976
意味理解方略 1942 1 4 2.5965 .73782
モニタリング方略 1934 1 4 3.1167 .64028

保
護
種
調
査

母・短大卒以上（ダミー） 1918 0 1 .56 .497
世帯年収 1797 150 2250 724.12 370.642
子どもに短大卒以上期待（ダミー） 1617 0 1 .76 .428
悩みごと会話あり（ダミー） 1949 0 1 .63 .484
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「下位グループ」が相対的に多く、反対に「長
いグループ」には「上位グループ」が多いこ
とがわかる。長く勉強している子どもほど学
業成績も良い傾向があるというのは、経験的
にみてもその通りだろう。
　次に、学習方略と学習習慣の関連である。
ここでは、自己調整学習に関する先行研究（伊
藤 2009）の枠組みを用いて設定した調査項
目のうち、「動機づけ方略」と「認知的方略」
の両側面から検討する。「動機づけ方略」とは、
おもに学習の動機づけに影響があるとされる
方法で、以下の分析では内発的調整の中から
「メリハリ方略」を、外発的調整の中から「報
酬方略」「負担軽減方略」を用いる。また、「認
知的方略」とは学習を効果的に進めるための
やり方のことであり、以下では先行する予備
的分析（ベネッセ教育総合研究所 2014）に
おいて成績との相関が高いと指摘された「意
味理解方略」「モニタリング方略」を検討する。
その具体的な質問項目は、次の通りである。
　「�メリハリ方略」……「量や時間を決めて
勉強をはじめる」「遊ぶときには遊ぶ、勉
強するときには集中して勉強する」

　「�報酬方略」……「勉強が終わったらごほ
うびをもらう」「勉強したらほめてもらう」

　「�負担軽減方略」……「簡単なところから
勉強する」「あきたら別の教科を勉強する」

　「�意味理解方略」……「問題を解いた後、
ほかの解き方がないかを考える」「○つけ
をした後に解き方や考え方を確かめる」

　「�モニタリング方略」……「重要なところ
はどこかを考えて勉強する」「何が分かっ
ていないか確かめながら勉強する」「学校
で書いたノートを使って勉強した内容を
振り返る」「問題を解いた後に○つけをす
る」

　学業成績とそれぞれの学習方略、さらに学
習方略間の相関を見たのが、表３である。数
値は pearson の相関係数を示している。こ
れをみると、学業成績は、「意味理解方略」
や「モニタリング方略」などの認知的方略と
の相関が高く、これに「メリハリ方略」が続
いている。「報酬方略」はごく弱い正の相関
だが、「負担軽減方略」は負の相関を示して
いる。学習の負担を軽減しようという方略は、
どちらかというと成績下位層に取られている
方略のようだ。興味深いのは、「モニタリン
グ方略」と「負担軽減方略」が弱いながらも
正の相関を示していることである。メタ認知
が発達し、学習をきちんとモニタリングでき

表３　�記述統計量

メリハリ方略 報酬方略 負担軽減方略 意味理解方略 モニタリング方略
学業成績 .333** .086** -.121** .426** .419**
メリハリ方略 − .239** .077** .412** .537**
報酬方略 − − .151** .141** .136**
負担軽減方略 − − − .000 .097**
意味理解方略 − − − − .584**
**. 相関係数は 1% 水準で有意
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図２　世帯年収と学習時間の関連

図３　母親の学歴と学習時間の関連

注１）0.1%水準で有意（カイ二乗検定）。
注２）世帯年収については、それぞれのグループができるだけ均等になるように「低年収グループ」（年収 500万円未満）、「中年収グループ」

（年収 500～ 800万円未満）、「高年収グループ」（年収 800万円以上）に分けた。
注３）学習時間の区分は、図１と同様。
注４）（　）内数値はサンプル数。

注１）母親の学歴は 0.1%水準、父親の学歴は 1%水準で有意（カイ二乗検定）。
注２）保護者の学歴については、「短大卒未満」は「中学校」「高等学校」「専門学校・各種学校」を、「短大卒以上」は「短期大学・高等専

門学校」「四年制大学」「大学院（六年制大学を含む）。」を表す。
注３）学習時間の区分は、図１と同様。
注４）（　）内数値はサンプル数。
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るような子どもは、負担軽減についても学習
効果を高める形で活用しているのかもしれな
い。
　以上みてきたように、学習の量的側面であ
る学習時間が学業成績に影響しているのはも
ちろんのこと、質的側面である学習方略につ
いてもいくつかは学業成績を左右する要因に
なっていることが、分析結果からはうかがえ
る。どれだけ勉強するか、それをどのような
方法でするかは、学力形成の重要な要素であ
る。
　次に、これらの変数が社会階層によってど
のように異なるのかを検討する。学習時間や
学習方略の取り方は、社会階層によって異な
るのだろうか。

２）学習時間・学習方略と社会階層の関連

　はじめに、学習時間と社会階層の関連につ
いて確認しよう。ここでは、社会階層を示す
指標として世帯年収と、子どもの学習に強い
影響をもつと考えられる母親の学歴を取り上
げる。学習時間と世帯年収の pearson の相
関係数は、「0.137」、母学歴（短大卒以上ダ
ミー）は「0.136」（いずれも 1%水準で有意）
と弱い正の相関があった。しかし、図２およ
び図３からわかるように、二変量解析の結果
では世帯年収が高い層ほど、また、母親の学
歴が高い層ほど、学習時間が「長いグループ」
の割合が高くなる傾向が明らかである。学習
時間には、通塾や家庭教師について学習する
時間が含まれており、こうした費用がかかる
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校外での学習を高年収層ほど行っていること
が反映されている。また、校外学習選択の行
動とも重なるが、母親の学歴に象徴される文
化階層の高い層のほうが、家庭学習に積極的
であると考えられる。学習時間と社会階層の
相関は、それらの表れと考えることができる
だろう。
　つづいて、学習方略と社会階層の関連を検
討しよう。社会階層が高い方が、子どもに対
してより効果的な学習のやり方を身につける
ような働きかけを行うと考えられるが、実際
の様子はどうだろうか。表４をみると、社会
経済変数と学習方略との相関はそれほど高く
はない。学業成績により強い影響をもつ「意
味理解方略」や「モニタリング方略」で、0.12
～ 0.14 程度の弱い相関（pearson の相関係
数）があり、さらに「メリハリ方略」で 0.07
程度の相関がみられる。社会階層が高い保護
者の子どもに特定の学習方略が取られている
事実はあるが、両者の関係はそれほど強固と
はいえないようだ。
　ここに一つの社会階層の壁を乗り越える可
能性を感じることができる。すなわち、学業
成績により強い規定力をもつ学習方略が、学
習時間に比べてそれほど強くは社会階層の影
響を受けないとしたら、学習方略の獲得が学
力の格差を是正する手段になるのではない
か。これまで日本の再生産論や学力格差の議
論の中であまり注目を浴びていなかった「学
習のやり方」について、もう少し詳細な検討

が必要と言えそうだ。

３）学習時間・学習方略の規定要因分析

　そこで、学習時間とともに、学習方略の中
から学業成績に強めの相関があるメリハリ方
略、意味理解方略、モニタリング方略を取り
上げ、それらを従属変数にしたときに影響す
る要因について線形重回帰モデルでの多変量
解析を行った。ここでは、子どもにかかわる
変数として性別、学年、学業成績を、保護者
にかかわる変数として母親の学歴、世帯年収、
学歴期待、悩みごとに関する親子の会話の有
無を投入した。学歴期待に関しては、保護者
の学歴に対する意識が再生産に大きな影響を
与えているという吉川（2006）の分析を踏
まえて変数として加えることにした。本分析
では、子どもに短大卒以上（「短期大学・高
等専門学校」「四年制大学」「大学院（六年制
大学を含む）」）の学歴を期待するケースを
「１」、それ以下を「０」としている。さらに
は、意識だけでなく実際の行動が成績にどう
影響しているかをみるために、子どもの悩み
ごとに対して保護者と子どもで会話をしてい
るか（「よくある」「ときどきある」を「１」、
「あまりない」「まったくない」を「０」）を
変数として加えた。子どもの悩みについての
会話は、他の会話（学校のできごと、勉強に
ついて、進路について、友だちについて、社
会のニュースについて）よりも分散が大きく、
正規分布に近かったために採用した。その結

表４　�世帯年収・母親の学歴と学習方略の関連

メリハリ方略 報酬方略 負担軽減方略 意味理解方略 モニタリング方略

世帯年収 .066** .077** − .017 .137** .132**
母・短大卒以上（ダミー） .066** .030 − .011 .115** .115**
**. 相関係数は 1% 水準で有意
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果を、表５に示している。
　これをみると、学習時間は学歴期待や親子
の会話といった保護者の意識・行動のほかに
母親が短大卒以上であることや世帯年収など
の社会経済変数が影響していることがわか
る。通塾などの校外学習への投資が学習時間
を長くすることにつながっているのかもしれ
ない。これに対して、学習方略（メリハリ方
略、意味理解方略、モニタリング方略）は、
部分的に保護者の意識や行動の影響が残るも
のの、母親の学歴や世帯年収などの効果が
残っていない。さらに、学業成績はいずれも
0.1％水準で有意であるが、標準化係数をみ
ると意味理解方略やモニタリング方略で強い
影響力を表している。学習方略は社会階層的
な要素よりも、子ども自身の成績との関連が
強いことを示す結果である。このように、学
習の質的側面は、学習の量的側面である学習
時間と違って、社会階層による影響が小さく、
子ども自身の学業成績との関連が強い。

４）学業成績の規定要因分析

　最後に、学業成績がどのような要因によっ
て規定されるのかを分析するために、学業成
績を従属変数にする重回帰分析を行う。社会
階層変数をコントロールしたうえで学習方略

が成績に与える効果がどのように表れるかを
明確にするため、４つのモデルを作って分析
を行った。その結果が、表６である。
　【モデル１】は、子どもの変数として性別（男
子ダミー）と学年（中１ダミー）を、保護者
の変数として母学歴（母・短大卒以上ダミー）、
世帯収入を投入にした。調整済みR2乗値は
0.058 でモデルの当てはまりはあまり良くな
いが、「母・短大卒以上」「世帯年収」といっ
た保護の社会経済的変数が学業成績を規定し
ていることがわかる。また、「男子」である
ことがプラスの効果をもっている。
　【モデル２】は、これに進学期待（子ども
に短大卒以上期待ダミー）と親子の会話（悩
みごと会話ありダミー）を加えた。その結果、
モデルの適合度は若干良くなり、子どもに対
する進学期待が大きな効果をもつことがわか
る。世帯年収の効果はなくなり、保護者の学
歴の影響力は若干弱まった。こうした社会経
済的な階層要因が、子どもへの進学期待を媒
介として学業成績に影響をもつ可能性を示唆
する。会話といった実際の行動よりも、進学
期待という意識の方が効果をもっていること
も興味深い。会話の量ではなく、その中身が
大事ということであろうか。
　【モデル３】は、これに学習時間を変数と

表５　学習時間・学習方略の規定要因分析（重回帰分析）

学習時間 メリハリ方略 意味理解方略 モニタリング方略

標準化係数 有意確率 標準化係数 有意確率 標準化係数 有意確率 標準化係数 有意確率

子
ど
も
調
査

男子（ダミー） − .043 .105 − .008 .753 .039 .109 − .148 .000

中１（ダミー） .001 .973 .056 .025 .021 .374 .060 .012

学業成績 .134 .000 .281 .000 .373 .000 .367 .000

保
護
者
調
査

母・短大卒以上（ダミー） .059 .035 − .003 .904 .007 .783 .032 .215

世帯年収 .072 .008 .022 .413 .048 .059 .043 .089

子どもに短大卒以上期待（ダミー） .076 .012 .044 .138 .101 .000 .071 .011

悩みごと会話あり（ダミー） .068 .009 .082 .001 .050 .037 .047 .050

調整済みＲ２乗値 .057 .099 .197 .195
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して加えた。これをみると、学習時間が学業
成績の規定に効果をもっていることがわか
る。しかし、これに学習の質的側面（学習方
略）に関する変数を投入すると結果は変わる。
　【モデル４】は、学習方略に関する５つの
変数を投入した。その結果、モデルの当ては
まりが良くなるとともに、学習時間の効果は
消え、母・短大卒以上の影響も弱まった。そ
れに対して学習方略、とくに、「意味理解方略」
「モニタリング方略」が、進学期待に次いで
強い影響をもっているという結果になった。
こうした学習内容の理解や学習の進め方を認
識する学習方略の獲得は、社会階層の壁を越
えて、学業成績の向上に寄与する可能性を示
している。一方で、「報酬方略」は学業成績
に効果をもたず、「負担軽減方略」はマイナ
スの効果を示している。こうした外的調整で

その場をしのぐよりも、学習の中身そのもの
や学習のプロセスを考えたり振り返ったりす
るような機会が重要と言える結果である。
　もう一つ興味深いのは、【モデル３】まで
は有意ではなかった学年（中１ダミー）が、
５％水準ではあるがマイナスに効果をもって
いる点である。中１よりも中２という具合に、
学年が上がる方がこうした学習方略を獲得
し、効果をもつようになるということであろ
うか。所与の家庭的な背景よりも、成長にし
たがって獲得する勉強の仕方の影響が大きい
のだとしたら、そうした学習方略をいかに身
につけるかの重要度が増す。社会経済的変数
は容易には変えがたいが、学習方略の獲得は
可変性が高く、社会階層の壁を乗り越える上
で有用な方法の一つと言えるのではないだろ
うか。

表６　学業成績の規定要因分析（重回帰分析）

モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4

標準化係数 有意確率 標準化係数 有意確率 標準化係数 有意確率 標準化係数 有意確率

子
ど
も
調
査

男子（ダミー） .059 .011 　.005 .837 　.009 .705 　.014 .561

中１（ダミー） − .031 .180 − .033 .158 − .032 .177 − .049 .025

学習時間 　.112 .000 　.023 .325

メリハリ方略 　.072 .007

報酬方略 　.008 .715

負担軽減方略 − .116 .000

意味理解方略 　.192 .000

モニタリング方略 　.179 .000

保
護
者
調
査

母・短大卒以上（ダミー） .175 .000 .080 .002 .076 .003 .064 .008

世帯年収 .120 .000 .046 .070 .036 .153 .008 .719

子どもに短大卒以上期待（ダミー） .399 .000 .380 .000 .290 .000

悩みごと会話あり（ダミー） .030 .210 .025 .295 .009 .694

調整済みＲ２乗値 .058 .199 .209 .334
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まとめと課題

　分析から得られた主な知見は、次のような
ものである。
　①学習の量的側面である学習時間が学業成
績に影響しているのはもちろんのこと、質的
側面である学習方略についてもいくつかは学
業成績を左右する要因になっている。本分析
では、意味理解方略やモニタリング方略など
の認知的方略の影響が相対的に大きかった。
　②学習時間、および学習方略のいくつかは、
社会経済変数と関連がある。母親の学歴が高
い家庭や世帯年収が高い家庭の子どもは、学
習時間が長く、意味理解方略やモニタリング
方略を取り入れる傾向がみられる。
　③重回帰分析の結果では、学習時間は母親
の学歴や世帯年収などが影響しているが、学
習方略はそれらが規定していない。学習をど
のような方略で進めるかは、家庭の社会経済
的な要因よりも子ども自身の影響が強い可能
性がある。
　④学業成績を規定する要因の分析では、保
護者の子どもに対する進学期待（短大卒以上
を期待するかどうか）が強い効果をもってい
るが、それに続いて意味理解方略やモニタリ
ング方略の影響が強いという結果になった。
反対に、学習時間の規定力は消え、母親学歴
や世帯年収などの影響力も弱まるか、有意で
はなくなった。
　以上の結果から、学習方略の獲得は学業成
績の向上に有効であり、社会階層による格差
を是正するうえで有益な方法となりうること
が示唆された。このことを踏まえると、学力
の向上を目指す際に、学習量を増やすアプ
ローチだけでなく、学習の質をどのように改
善するかという視点をもつことがとても重要
だといえる。学校における指導でも、今以上

に学習方略の獲得に注目する必要があるだろ
う。
　今回の分析では、学習方略を網羅的に扱っ
ておらず、そのいくつかを扱ったに過ぎない。
また、子ども自身の学習観や保護者のかかわ
りが学業成績に及ぼす影響なども検討できな
かった。調査で得られている変数は多く、そ
れらの関係を丁寧に見ていくことで、よりよ
い学習のあり方を総合的に考えていくことが
今後の課題である。
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